
　　　　　　　

摂津市議会

総務常任委員会記録

平成２２年１２月２日

摂 津 市 議 会



目 　 　 　 次

総務常任委員会

１２月２日

会議日時、場所、出席委員、説明のため出席した者、出席した議会事務局

職員、審査案件 1

開会の宣告 2

市長あいさつ

委員会記録署名委員の指名 2

議案第７１号所管分の審査 2

質疑（野口博委員）

議案第１０５号の審査 5

質疑（野口博委員）

議案第１０２号の審査 7

質疑（川端福江委員、三宅秀明委員、上村高義委員、野口博委員）

採決 29

閉会の宣告 29



総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２２年１２月２日（木）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　１時１５分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員
委 員 長 三好義治  副委員長 村上英明  委　　員 川端福江
委　　員 三宅秀明  委　　員 上村高義  委　　員 野口　博

１．欠席委員
なし

　　　　
１．説明のため出席した者
市　長　森山一正 副市長　小野吉孝
市長公室長　羽原　修 同室次長　山本和憲 政策推進課長　山口　猛
総務部長　有山　泉 同部次長兼財政課長　北野人士
市民税課長　川﨑敏康　　　固定資産税課長　中西利之

１．出席した議会事務局職員
事務局長　野杁雄三 同局参事　池上　彰

１．審査案件（審査順）
　　議案第　７１号　平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分
　　議案第１０５号　摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件
　　議案第１０２号　摂津市事務分掌条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○三好義治委員長　おはようございます。

ただいまから総務常任委員会を開会しま

す。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。委員

の皆様には、師走何かとお忙しい中、総

務常任委員会をお持ちいただきまして、

大変ありがとうございます。

　本日は、過日の本会議で当委員会に付

託されました案件について、ご審査いた

だくわけでございますけれども、どうぞ

慎重審査の上、ご可決賜りますよう、よ

ろしくお願いいたします。

　一たん退席いたします。

○三好義治委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の委員会記録署名委員は三宅委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことに異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　異議なしと認め、そ

のように決定します。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時１分　休憩）

（午前１０時２分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　議案第７１号所管分の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　２点お尋ねをします。

　補正の主な中身はご承知のとおり、た

ばこ税の関係で１４億３，０００万円の

補正というのが一番の問題になっていま

す。今回、その金額を財政調整基金に全

額積み込むということで、そういう予算

措置がされておるわけでありますけれど

も、さきの決算の委員会で、いわゆる法

律改正に伴って２倍、３倍の問題から、

２倍になったということで、従来、企業

誘致条例を行ったときに入ってきた金額

から、それを超える分については、大阪

府に納めるということが発生しますので、

その関係で、とりあえず今回、全額財調

に積み立てするわけでありますけれども、

年間の間で、そういう問題も含めて、ど

ういう措置を考えているのかと、これが

第１点であります。

　もう一つは、１３ページに市債があり

ます。今回、市債の問題だけについて、

当委員会の所管でありますけれども、金

額は少ないわけでありますけれども、起

債許可がオーケーになったということで、

全額、一般財源で予算組みしていたのを、

市債全額で今回、補正をするというやり

方をしましたけれども、この間、いわゆ

る市債発行額と元金償還の差がだんだん

なくなってきているという状況は、ご承

知のとおりであります。そういうふうな

財政状況全体から見て、少ない金額であっ

ても、すべて起債でオーケーするという

ことについて、その辺の問題について、

どういう整理をされて、今回こういう措

置をされたのかという考え方を、お聞き

したいと思います。以上２点です。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　まず、第１点目のた

ばこ税の関係でございます。たばこ税、

当初予算から比べまして１４億３，００

０万円の増額をいたしまして、補正後の

予算額が２１億円となります。国が示し

ております課税定額でございますが、こ

れが１５億５，５８６万６，０００円と

なっております。２１億円からの差を考

えますと、都道府県に対しまして翌年度

交付する額でございますが、これが予算
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ベースでいいますと、５億４，４１３万

４，０００円になるところでございます。

これにつきましては、たばこ税が確定し

まして、翌年度の６月の補正予算におい

て、確定額を組ませていただいて、その

５億４，４００万円相当額を、大阪府に

交付するというような予算を組む予定に

いたしております。財調の積み立てに１

４億３，０００万円ということでござい

ますが、もちろん５億４，４００万円を

含めて、一般財源ベースで申し上げます

と８億８，５８６万６，０００円が増に

なったと。これは財政にとって非常に喜

ばしいことでございまして、財政運営と

いたしましては、できるだけ主要基金を

温存するという命題がございますので、

これに基づきまして、今回補正させてい

ただく額を、全額財調に積み立てさせて

いただいたというところでございます。

　２点目の市債の件でございますが、こ

の市債につきましては、経済危機対応地

域活性化予備費の対象ということで、国

のほうが６月１８日に１兆円近くの予備

費を公立学校施設整備に必要ということ

で、８１８億円程度を文部科学省所管の

補助とするということが決定してまいり

ました。この予備費でございますが、補

正予算と同様の財政措置がございまして、

この補助裏の１００％が地方債を充当で

きますよという形になっておりまして、

その地方債の性質でございますが、義務

教育施設整備事業債が充当されるわけで

ございますが、この中身が、いわゆる地

方交付税の基準財政需要額に、後々の元

利償還金が全額算入されるという、非常

に地方にとっては都合がいいといいます

か、優位な地方債ということで、少額で

ございますが今回、地方債の補正を増額

をお願いしたということでございます。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　１点目は一応わかりまし

た。

　２点目の問題ですけれども、そういう

経過を聞いているわけじゃないんですけ

ども、年度、年度の起債と元金償還の関

係で、この差がどんどん縮まってきたん

じゃありませんかということと関連して、

そういう問題について、いわゆる２，０

００万円弱の今回の起債でありますけれ

ども、そういう問題との絡みで、どう整

理をされたのかという考え方なんですけ

れども、事後、地方交付税に算入してい

くということはわかりますけれども、そ

うじゃなくて、そういう市債の残高とか、

元金償還とかの関係はどうなのかという

考え方をお答え下さい。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　補正予算書の２０ペー

ジ、２１ページに、地方債残高の見込み

の表がございます。平成２２年度予算ベー

スでございますが、一応今年度の起債見

込額が２１ページの下の欄にございます、

２２億９，７４０万円でございます。元

金償還が横にございます、２９億８，４

８７万８，０００円でございます。それ

と、あと平成２１年度から、かなりの繰

り越し事業がございまして、これは今現

在ちょっと見込んでおるところでござい

ますが、この繰り越し事業に係ります起

債が、全額で４億１，６８０万円ござい

ます。そうなりますと、今年度、決算見

込みベースでの起債額が２７億１，４２

０万円になります。これは、隣に書いて

おります元金償還額を若干下回っておる

ところでございます。決算の委員会で、

地方債の議論がございました。財政運営

の基本的なスタンスといたしまして、や

はり標準財政規模に応じた起債余力とい

うのを考えていかなければならないかな

と。財政健全化比率で申しますと７％で
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あると。今後、たばこ税増収分が見込め

ない中で、標準財政規模はパイが小さく

なっていく。そういうことの中で、でき

るだけ地方債を厳選しながら、地方債と

基金をできるだけ温存すると、こういう

ことを考えながら市債発行をしていくと

いうのが、財政の今後の運営のスタンス

ではないかというふうに考えております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　おっしゃることはわかる

んですけれども、何か少し焦点が絞れな

いという感じがするんです。今後のいろ

んな財政状況を予測した場合に、市債残

高がどうなるのかということを見た場合

に、元金償還額と当年度の市債発行の差

があればあるほど、残高は減少していく

わけで、それが予測されているように、

だんだん差が少なくなってきているとい

うことにもなっているわけですね。

　そういう意味では、わかりませんけれ

ども、差を縮めない努力ですね。いわゆ

る市債残高を減らしていく努力が、当然

基本にあると思うんですけれども。それ

と今のご説明と、ちょっとマッチしませ

んので、もう一度、いわゆる市債発行と

いうことについて、どういうお考えなの

かという角度から、ちょっとご答弁いた

だきたいと思います。

　それと、６ページの償還方法の中に、

借入先ということで政府、大阪府、地方

公共団体金融機構、銀行、その他と書い

てますけれども、大体予測としてはどう

いうところから借り入れしようとしてい

るのかということも、あわせてお答えを

いただきたいと思います。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　まず、市債残高の推

移のお話でございますが、おっしゃると

おり、できるだけ起債をしなければ、市

債残高が減っていくということはもちろ

んのことでございますが、先ほども申し

上げたように、財政規模との兼ね合い。

要するに市債を発行できる余力があるの

かどうかということを考えたときに、現

在の７％という実質公債費比率を考えま

すと、十分対応できるような規模であり

ます。今の残高であれば、十分摂津市の

財政力にすれば、耐え得るということで

ございまして、今後、その財政規模との

兼ね合いになってくるんですが、起債を

体力にあわせてしていきながら、基金を

温存する。非常に難しい微妙なバランス

というのが必要であると。必要なければ、

本当に起債をしなければいいんですけど、

基金残高との兼ね合いがございますので、

財政力を示します標準財政規模、ここと

の兼ね合いを考えながら、今後も起債を

管理していきたいということが、財政運

営の基本というふうに考えております。

　それと、６ページの地方債の発行の中

身でございますが、通常、補正予算債と

いうような形になりますと、資金は銀行

等縁故資金が充当されるということでご

ざいますが、今回は恐らく義務教育施設

整備事業債ということでございますので、

国の財政融資資金が充当されるのではな

いかというふうに考えております。

○三好義治委員長　有山部長。

○有山総務部長　市債の発行の考え方と

いうことでございますが、本市の場合、

健全化判断比率の状況といたしまして、

実質赤字比率、それから連結赤字比率、

実質公債費比率、将来負担比率、いずれ

も健全な状況での数字となっております。

今後の市債、特に実質公債費比率に係り

ます比率ですが、その時々の私どもの標

準財政規模に見合う償還能力ということ

が、先ほど北野次長のほうから説明して

いるのはそのことでございまして、償還

能力の範囲をどこに押さえるかというこ
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とから、逆算しまして、地方債の発行残

高を幾らに設定をするかということが、

１点問題になります。

　それから、さらにもう１点は、その発

行する地方債において、本市に有利な地

方債というものがございますので、その

有利なものを優先的に発行の中で選択を

していくという、こういう形での財政運

営を今後していくということで、従前言っ

ておりました地方債残高を減らすという

方向とは別に、逆転が生じる中で考える

ならば、発行額がふえた場合、より有利

なもの、しかも本市のほうの償還能力の

範囲をどこにとどめるかという計算をし

ながら、市債の発行をしたいというふう

に考えております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　意見だけ申し上げておき

たいと思うんですけど、二つの理由づけ

を答弁されましたけれども、長年の国の

施策もあって、ほとんどの自治体が高値

安定の残高状況はご承知のとおりであり

ます。財政健全化指標についても、当然、

国が決めた指標なので、そこにこだわる

必要は僕はあんまりないと思いますけれ

ども、その中で、やっぱりポイントは、

市債残高を減らしていくということをし

なければ、将来的にどうなのかという問

題が発生しますので、二つの基準で判断

されたという話でありますけれども、やっ

ぱり市債残高を減らしていくという努力

は、ぜひそのポイントの中に入れていた

だいて、進めていただくべきだというこ

とを申し上げておきます。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時１７分　休憩）

（午前１０時１８分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　議案第１０５号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　本会議で議案説明があり

ましたが、今回、地方自治体として、国

の地方税法や所得税法の改正に伴って、

必要な措置をするための条例改正であり

ます。事前にご説明いただいてますけど

も、いわゆる扶養に関する処理の中で、

これまで控除対象の親族の方と、それか

ら外れる方を明確にして提出するという

記述の問題も出てきますので、そういう

関連を主とした今回の改正でありますけ

れども、その背景は何なのかという問題

について、少しまずお話しをしておきた

いと思います。

　民主党政権になりまして、子ども手当

の創設に伴って、年少扶養控除が廃止を

されます。ゼロ歳から１５歳までです。

もう一つは、高校授業料無償化ですね。

伴って１６歳からの特定扶養控除の上乗

せ分が廃止をされると。あわせて児童手

当については、これまで児童手当の分と

して自治体負担になっていた分は、当然、

負担がかからないということも、その中

にはあります。もともと、こういう扶養

控除の縮小、廃止については、民主党の

マニフェストになかったわけであります

けれども、財源の調整の中で出てきたと

いう経過があります。結果、住民税関係

だけでも４，５６９億円、最大規模の大

増税であります。これで財源を少し措置

して、子ども手当を行うということが背

景にあることは、皆さんご承知のとおり

だと思います。

　そこでお尋ねしたいのは、冒頭申し上

げた所得税法と地方税法と自治体の市税
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条例との関係で、条文はありますけれど

も、少しわかりやすく絡みについてご説

明いただきたいということが、最初の質

問であります。

○三好義治委員長　川﨑課長。
○川﨑市民税課長　ただいまご質問いた
だきました今回の税制改正に伴う市税条

例の改正ですけれども、この背景としま

しては、委員ご指摘のとおり子ども手当

に伴う年少扶養の廃止、また特定扶養控

除の縮減ということで、そういったもの

が中心となっております。これにつきま

しては、そういった国の制度に伴って、

その財源ということですけれども、市税

条例におきましては、先ほどもおっしゃっ

ておられますように、所得控除から手当

という観点から、今回の子ども手当の創

設ということで、年少扶養控除、１５歳

未満に対するこの控除が、所得税でいい

ますと３８万円、また住民税でいいます

と３３万円、その分が今回の中で廃止と

なっております。また、高校の実質無償

化に伴う関連で、１６歳から１８歳まで

の特定扶養親族に対する扶養控除の上乗

せ部分、これも従来の２３歳まであった

分について、１９歳未満までの方の上乗

せ部分の２５万円ですね、その分が今回

廃止になっております。それぞれ地方税

法、また所得税法、そういったことの改

正に伴って、地方税法のほうでは、それ

ぞれこういった縮減等の金額は載ってお

りますけれども、市税条例の中では、そ

ういったものを受けて、手続的な面での

一部改正となっております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　そうしますと、市税条例

上は住民税のそうした問題について規定

しなくても、上位法律で規定しています

から、そういう関係で処理されるという

ことであるかと思うんです。そこで具体

的に言うと、数字を示していただいて、

お聞かせいただきたいと思うんですけど。

　例えば、住民税非課税の金額でありま

すけれども、資料をお持ちだと思うんで

すけれども、例えば４人世帯の場合、お

父ちゃんが働いて、お母ちゃんは一応無

収入ということで見た場合に、現行、非

課税の課税額はこうだったけども、今回

の改正によってこうなったという数字も

示していただいて、その辺の変化につい

て、ご説明いただきたいと思います。

　あと、ちょっと所管が違うんですけど

も、子ども手当の関係で児童手当が廃止

をされます。児童手当については所管が

違いますのであれですけれども、もし数

字だけでもいただければ欲しいんですけ

れども、市町村の負担は変わらないとい

うことでありますので、もしわかればそ

の金額も教えていただきたいと思います。

○三好義治委員長　川﨑課長。
○川﨑市民税課長　今回の扶養控除等の
関係で、非課税ということを今おっしゃっ

たわけでございますけれども、これも制

度としては今まで年少扶養等が扶養の範

囲ということで入ってましたけども、所

得税等におきましては、そういったこと

でなくなりましたけれども、住民税では

非課税の範囲というのがありまして、そ

の中で扶養親族数の点が、この非課税に

該当するかどうかという点がございます。

そういったことで、住民税におきまして

は、その非課税の範囲が変わるとかどう

とかいうことではございません。ただ、

今回、市税条例で改正していますのは所

得税のほうで、そういったことで変わり

ましたけれども、住民税でその非課税の

範囲を判定するときに、扶養親族の人数

が必要となります。そういったことで、

扶養親族の把握をするための様式の変更

ということで、今回、市税条例の改正の
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ほうを上げさせていただいています。

　それで、具体的に非課税になるかどう

かといったところでございますけれども、

これもいろいろケースがございます。一

つは均等割がかからない場合、また所得

割がかからない場合、そういった点もご

ざいますので、もし何でしたら、また個々

のケースで例示してご説明させていただ

きたいと思います。

　それから、児童手当との、その点につ

きましては、ちょっとこちらのほうでは

把握しておりませんので、よろしくお願

いいたします。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　本来は子ども手当創設に

伴って、その分は別枠として用意されて、

施策を実行するというのが、正規の約束

でありましたけれども、なかなかしんど

い中で、その財源の一つとして増税を生

み出して、事を進めていく過程で出てき

た話でありますので、その背景問題につ

いては、私どもは国会で反対をしてきま

した。自治体としては、それを前提とし

て、自治体の仕事上必要な条例改正であ

りますので、そういう掌握をしながら判

断していきたいと思いますので、以上を

申し上げて質問を終ります。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時２９分　休憩）

（午前１０時３０分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　議案第１０２号の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　川端委員。

○川端福江委員　摂津市事務分掌条例の

一部改正の件でありますけれども、統合

等さまざまな改正をするということで検

討されておられますが、この人権ですね、

議案参考資料のほうですけど２ページで、

人権女性政策課ってありますが、この主

な変更点等ということで、人権推進課と

女性政策課を統合し課名を変更というこ

とでありますけれども、この点について、

お伺いさせていただきたいと思います。

　人権は根底的には男女の性を乗り越え

て、一人間として、尊敬、尊重し合うと

いうことだと理解しております。また、

女性政策課は、もうご存じのとおりであ

りまして、本当に時代、世界の流れでも

ありますし、男女共同参画社会という、

男女は協働だけではなくて、もう一歩前

から、もう一つの問題を提起し、また検

討する段階から、女性も参画をしていく

という、これはもう言うまでもないと思

います。そういったあれでは、人権とい

う点では、この女性政策というのもこれ

に含まれるとは思いますし、今回、統合

をされるということでありますけれども。

　本当に細かい話でありますけれども、

そういった思いで人権も、今まで人権の

一つの課ですね、人権推進課、それとま

た女性政策課という、２つの課を一つに

するという意味合いも込めまして、私は、

人権と、この間に中点ですね、また、女

性政策課と、そういったタイトルはなか

なかしにくいかもわかりませんけれども、

そういう考えでおりますので、市として

のお考えを。ちょっとこのままでしたら

人権女性政策課という、このタイトルの

ままでもありますし、人権、女性で切ら

れることはないかもわかりませんけど、

何かそういう人権も本当に大事なことで

もありますので、そういった観点から、

真ん中に点といいますか、そういったも

のを入れて、それぞれにもっと尊重した
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ものといいますか、一つひとつの課も一

緒に統合して、もうそれでうやむやじゃ

なくして、一つひとつがまだ、たまたま

こういう事務分掌のこういった形で、一

部の改正ということでありますけれども、

そういった意味を含めまして、くどくど

と何回も同じことを言っておりますが、

その点をお聞かせいただきたいと思いま

す。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　今回の機構改革の

基本方針といたしまして、我々といたし

ましては、組織をスリム化するというこ

とで、先ほど委員のほうからお話しもあ

りましたように、課を統合して６６０名

体制の中で、業務がスムーズに執行でき

るようにというねらいを一つの方針とし

て、事務を進めてまいりました。その意

味で、その事務を進める市長公室の中で、

今現在も共同で一緒に事業等を展開して

おります人権推進課と女性政策課を統合

するというような案を、今、議案参考資

料としてお示しをしているというところ

でございます。

　我々といたしましては、もう一つの視

点で、市民の方から見てわかりやすくと

いう視点も入れたいということで、今現

在、人権推進、女性政策という課が統合

したということが、よりわかりやすいよ

うに、その名前を継承するというような

形で、課の名前を案として持っていると

ころでございます。我々といたしまして

は、今の課の名前でありましても、男女

共同参画社会の形成というのは、当然な

がら目標として、女性プランにも掲げて

いるというようなことで、コミュニティ

プラザの内部になりますが、共同参画セ

ンターというのも新しく生まれ変わって、

今、事業展開を進めているということで、

課の名前といたしましては、このような

状況でございますが、今、委員ご指摘の

参画社会に向けて進めていくというとこ

ろは、我々としては共通の認識を持たせ

ていただいているのかなということでご

ざいます。

○三好義治委員長　川端委員。

○川端福江委員　今言われました、そう

いった市民の人たちから見てもわかりや

すいというお話でもありましたし、組織

をスリム化するということで、これは重々

承知の上であります。けれども、それこ

そ市民の人から見てわかりやすいといえ

ば人権、中点、女性政策課というほうが、

あっ人権と女性政策課だということで、

かえってそういう表示をするほうがわか

りやすいんではないかと、私は思ってい

るんです。ちなみに茨木市では、そうい

う同じようなタイトルといいますか、人

権・女性政策課です。他市を参考にする

ことはないと思いますけれども、やっぱ

り今おっしゃいました市民の人が見てわ

かりやすいというんであれば、中に点を

入れるべきではないかと。本当に細かい

ことになりますけれども、これは本当に

大事な、もうその表示でよくわかるわけ

ですから、人権も大事、また女性政策課

も大事ということで、あえて市民の目か

ら見て、そういう要望をさせていただき

たいと思うんですけれども、いかがでしょ

うか。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　我々といたしまし

ても、茨木市が人権の次に中点が入りま

して、その後に男女共同課でしたでしょ

うか、そういうことも把握はいたしてお

ります。我々としましては、今の案を基

本にということで考えておりますので、

できればご理解をお願いしたいと思いま

す。今、案としてお示しをしております

ので、そういうご意見があったというこ
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とは、私のほうは認識をしたいというこ

とでございますので、よろしくお願いい

たします。

○三好義治委員長　川端委員。

○川端福江委員　今もおっしゃいました

ように、本当にまだ案ですので、まだ検

討の余地は十分あると思いますし、その

ためにこういう総務常任委員会で検討し

ているわけですので、あえて言いました

ら、私たちは市民を代表して議員になら

せていただいているという点からいいま

しても、市民の目線というもので、今、

質問をさせていただいております。ぜひ

十分に検討していただきまして、さらに

住みやすい社会になるように、行政とし

ても最大の努力をお願いしておきたいと

思います。よろしくお願いします。

○三好義治委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　今回上程されておりま

すこの条例案につきましては、先日、本

会議で可決されました新しい総合計画、

これを実行するために、新しい組織にし

ていくというような点があるというふう

に思っております。この新総合計画の軸

には、協働の精神が置かれているという

ことは、もう今、改めて論じるものでも

ないんですけれども、やはり、協働の精

神を軸に、先ほどお話にもありましたが、

市民の方の利便性に資するような組織づ

くりをしていくべきだというふうに思い

ます。また、自治体や企業といった経営

体においては、今回は総合計画ですけれ

ども、こういった大きな目標に向かって

進む場合、企画や事業、また管理等の部

門別に分けて見る必要も、いろいろ生じ

てまいります。

　今回、機構改革におかれては、先ほど

若干ご説明もあったんですけれども、や

はり全体像を通して、どういったところ

に主眼が置かれているのかというような

点が少し気になっております。一例を申

し上げますと、この協働という精神の下

でありましたら、広報や広聴活動の重要

性が高まってくることは、十分に皆様ご

理解をいただいていると思います。現行

の事務分掌条例では、広聴活動は自治振

興課が所管されているのですけれども、

例えばこの点について、各課それぞれが

そういった義務を果たすべきだという考

え方も、もちろんあるかと思いますけれ

ども、この機構改革を踏まえて、全体像

としてどういったところに向かっていく

のか、これは一つの例として、全体像の

主眼がどこにあるかを、全体を通じての

質問として、以下は個別の点についてお

伺いをしていきます。

　まず、総合行政委員会の改革について

ですけれども、局長が次長級または課長

級へ変更すると。また、選挙管理委員会

にあっては総務部へ移管するということ

であります。現在の状況からしますと、

本会議に部長級の出席がなくなるという

ことになろうかと思うんですけれども、

今後、議会対応等をどうしていかれる予

定なのかについて、お伺いをいたします。

　次に、法制文書課を総務課に統合され

るという点につきまして、これまでも条

例改正等でいろいろとご苦労をいただい

ている中ですけれども、今後、制度改正

や、あるいは法解釈等の問題で、そういっ

た法務事務の重要性は、むしろ高まると

いうふうに思うんですけれども、今回、

統合されるという変更の意図について、

お伺いをいたします。

　次に、環境対策課を環境政策課という

ふうに名称を変更されるということにつ

いてですが、かつて助役という名称から

副市長に変更になったときに、やはり権

限の範囲が変わったというふうに記憶し

ております。名称の変更であるとしても、
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やはり内容の変化も伴ってくると思いま

すので、この点についてどのように考え

ておられるのか、お伺いいたします。

　次に、教育委員会の改編についてです。

今回新たに次世代育成部という部署を新

設されるということで、名前につきまし

ては、今後についての方向性を示してあ

るものということで、賛同するところで

ありますけれども、その中で、新設され

る４課ありますけれども、このうちの２

課が教育センターが所管するということ

になっております。教育センターは市役

所から離れたところに設けられるという

ことですが、やはり新設という観点から

しますと、全体を通しての目配りがどこ

まで行き届くのかなという点が、疑問に

感じるところなんですけれども、この点

をどのように考えておられるのかを、お

伺いいたします。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　まず、全体像とい

うご質問でございます。先ほど、若干基

本方針をご説明をさせていただきました。

繰り返しになりますが、組織のスリム化

ということで、第４次の行革の中にも基

本理念が五つございます。簡素でわかり

やすい組織というのが、行革の基本理念

にも入れさせていただいております。２

点目に、スリムで効率性を重視した職員

体制、これも６６０名体制ということで

ございます。この辺のことを主眼に置き

ながら、基本方針といたしましては組織

のスリム化を図るということで、部、課

の統合を一つの基本方針といたしました。

　次に、行革等の進行管理なり健全な財

政基盤を効率よく遂行していくというこ

とでございます。

　３点目といたしましては、先ほど委員

のほうからもお話がありました、総合計

画の協働ということを、進めていきたい

ということでございます。その中で、や

はり今後重要になる環境、または子ども、

学びというところを、今回意識をいたし

ております。それと、繰り返しになりま

すが、課の名前として、市民サイドから

見てわかりやすいようなお名前にしたい

というようなことを掲げております。内

部的には、人材育成につながる組織とい

うことも考えております。このような全

体の流れの中で、今お示ししている条例

案、また、参考資料として、全体の機構

改革案をお示しをしているというような

ことでございます。

　項目の中で総合行政委員会の事務局長

が、部長級から次長または課長級という

ことで、議会対応についてはというご質

問でございますが、過去におきましても

選挙管理委員会なり監査委員事務局の局

長が課長級対応のときがございました。

事前通告があった場合につきまして、課

長級の局長が答弁をされたというような

こともございます。あと、もし事前通告

等々で次長級、課長級の局長の対応がオー

ケーということであれば、そういうこと

になると思いますし、基本的に所管とい

たしまして、選挙管理委員会は総務部の

中にできれば移行するということで、選

挙管理委員会については総務部長のほう

が対応いただくことになるのかなと。あ

と三つの委員会につきましては、やはり

市長公室長と総務部長のほうで所管を分

けていただきまして、緊急対応等々につ

いては、総務部長または市長公室長のほ

うで対応をいただきたいと。ただ、事前

通告でそれぞれの局長が対応可能である

ということでございましたら、そのよう

な対応をさせていただくということにな

るかもわかりませんので、ご理解をお願

いしたいと思います。

　それと、法制文書の重要性ということ
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で、我々といたしましても法制の重要性

というのは認識はいたしております。そ

ういうことで、今現在、課として対応を

いただいておるわけなんですが、課を統

合するということで重要性がなくなると

いうような考えは、逆に持っておらない

ということでございます。今現在、先ほ

ど条例改正なりを上げる際に、やはり議

案の方は、今、総務防災課が担当してお

ります。条例改正というのは、各議会定

例会にほぼ上がってくると。このような

事務を考えたときに、議会のそういう議

案等を対応する課と条例等を対応する課

が一つになるほうが、より効率的にいろ

んな事務が進めるのではないかと。また、

連携もより図れるのではないかというよ

うなことで、考えた所存でございます。

　それと、環境対策を環境政策という、

対策から政策にということでございます

が、我々といたしましては、総合計画の

目標の中で、みどりうるおう環境を大切

にするまちという項目が３点目にござい

ます。この辺を意識いたしまして、今、

対策から政策へということに変更してお

ります。今現在、本市の温暖化防止計画

について、もうしばらく時間がかかると

いうことを所管課から聞いてはおります。

あと１年とはいかないかわかりませんが、

最終、完成は来年度になるということで、

今、事務を進めているところでございま

すが、その中で、やはり環境をつかさど

る政策というところが、より重要になる

ということで、いろんな意味で少し前倒

しの意味も兼ねまして、環境政策という

ところの意識を、今後していかなければ

いけないという意味合いで、政策という

名前に変えさせていただいたということ

でございます。

　それと、教育委員会の所管につきまし

て、次世代育成部というのを今検討して

おります。これはまた本日、文教のほう

で協議会が開かれるようなことは伺って

おります。その中でもるるご説明がある

かと思いますが、やはり次世代育成計画

というのがございます。今、基本的に保

健福祉部と教育委員会、それぞれが担っ

ているということでございますが、なる

べく一つの所管でということで、現こど

も育成課の所管につきまして、教育委員

会のほうに移管をさせていただきたいと

いうふうに考えております。その中で、

現教育研究所を教育センターということ

で、バージョンアップしていきたいとい

うようなご希望があるということも伺っ

ております。その中で、２課体制をして

いくという予定も伺っております。一つ

は、教育推進課ということで、今現在の

教育研究所がやっておられることと、学

校教育課がやっておられる職員、教員の

方々への研修等々、その辺を中心になさ

れる課ということでございます。もう１

点は、児童相談課といいまして、こども

育成課の家庭児童相談室、また現教育研

究所のほうで、いろんな相談事業をやっ

ております。この辺を一つに集約いたし

まして、どの年齢であっても、特に１５

歳まで、どの年齢の方であっても、何ら

かのことが困るようであれば、こちらの

ほうにご相談をいただくということで、

そういうようなことを想定しておられる

ということでございます。今、外部にあ

るということでございますが、当然、次

世代育成部の中で、いろんなことを企画

運営される教育政策課というところがご

ざいます。その課並びにもう一つの子ど

も教育課で、保育所、幼稚園等々の教員

並びに保育士の方々を所管する課がござ

います。当然、その課と連携を保ちなが

ら、いろんな教育施策、また就学前の施

策に取り組むというところで、連携につ
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いて問題なくやっていくということで伺っ

ておりますので、ご理解をお願いしたい

と思います。

　広報広聴のところでございます。我々

といたしましても、今回いろんな検討の

中で、情報を一つにというようなことも

検討したということは確かでございます。

その中で、今、統計の部門だけを情報政

策課のほうに移管をするというような形

になっておりますが、平成２６年を目指

して、下水道が公営企業化を目指すとい

うことを、行革の中にうたっております。

その際には、水道部は公営企業でござい

ます。公営企業を集めまして一つの部に

というようなことも、今、一つの目標を

持っております。その際には、今後、今

皆さん方がご指摘いただいたようないろ

んな課題について、もう少し整理すべき

ものが出てくると思います。その際に、

情報という分野も一つの課題であるとい

うことは認識はいたしております。

○三好義治委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　まず、全体の主眼とし

て、簡素、スリム、効率、協働、わかり

やすさ等々、いろいろご説明をいただき

ました。広報・広聴活動につきましては、

さらにこの後、目されている新たな段階

において、検討に入るというふうな指摘

がありました。それはそれでぜひお願い

をしたいところなんですけれども。そう

でなくとも、常日ごろからそういった意

識は絶えず持ち続けていただきたいと、

これはもう一つ、強く申し上げておきま

す。

　細かい点についてもいろいろご答弁を

いただきまして、まず行政委員会等の点

について、過去にそういう課長級が対応

していた時代はあったということであり

ましたけれども、確かに本市以外でも、

地方とかを見ましたら、こういう制度を

とっておるところがあります。例えば、

最近話題になっております、阿久根市と

かでも、総務部の中に選挙係というのが

あります。ただ、前にやっていたから大

丈夫というわけではありませんで、やは

り今後、恐らくルーティンワークとかも

変わってくるでしょうし、そういった今

後の状況の中で、職員がどうやって対応

できるかが重要になってきます。そういっ

たいろんな点を考えますと、研修という

点が重要になってきます。

　これは後ほど申し上げようと思ってい

たんですけれども、今回、市長公室の取

り扱いの中で、研修というものを本来業

務として文言を追加されております。そ

れは、恐らく今後の職員、人材育成を踏

まえた対応であるというふうに、私は理

解をしております。この行政委員会につ

きましても、やはり感覚の問題なんです

けれども、部長級から課長級、次長級に

なるということは、ちょっと扱いが変わっ

てくるんじゃないだろうかと。例えば、

ほかの選挙管理委員会に限らず、公平委

員会においても、またそのほかにおいて

も、重要性は変わらないという認識が担

保できるのかなという。これはもう杞憂、

あるいは心配のようなもんなんですけれ

ども。そういうものを私は持っておりま

したので、今回ちょっと質問させていた

だきました。そういったことがないよう

に、事務執行に当たっていただけるよう

に、これは要望させていただきますので、

よろしくお願いします。

　次に、法制文書課の件ですけれども、

やはりこちらも統合されるということで、

むしろ全体として取り扱うことができる

ので、大丈夫であるということでありま

した。先ほども申し上げましたけれども、

やはり法務能力の向上については、今後、

ますます職員一人ひとりが自己研さんを
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積んでいかなければならないと。もちろ

ん研修も大事ですけれども、さまざまな

役所での生活、また窓口等の対応で、そ

ういった自分のスキルを磨いていくべき

であると。今回、研修が本来任務に入っ

たということで、そういった点を踏まえ

て、やはりもう一段上の意識改革に取り

組んでいただきますように、これも同じ

ように要望をいたします。

　次に、環境政策についてですけれども、

これ自体、私は非常に時代に合った変更

かなと思っております。実際に対策と政

策では全く中身が違ってくると思います

し、やはり温暖化防止計画等、本会議等

でもいろいろ議論がありましたように、

国、世界のレベルで各自が対応していか

なければならない。摂津市でも以前から

環境家計簿等に取り組んでおりますし、

またＮＰＯもいろいろ協力してくださっ

ています。そういった中で、環境政策課

がいろんな面で環境先進都市をつくって

いけるぐらいの情報発信力を持っていた

だきたいというふうに思っております。

これは、まだまだ実際に始動してからの

話になってくるかとは思うんですけれど、

そういった点を、やはり重要視して取り

組んでいただきたいというふうに、これ

も要望いたします。

　次に、教育委員会の改革についてであ

ります。教育政策課等があり、また横の

連携は、しっかりとっていくということ

でありました。新しく組織ができるとい

うことですので、むしろそれがきっかけ

で、一つの目標に向かって皆さんで協力

していくという状況になることは十分に

理解をします。ただ一つ、ここで疑問に

なるのが、今回、こども育成課関連が統

合されるということであります。これは、

つまり摂津市の行政機構において、教育

委員会の占める割合がふえるということ

であります。これまで市長部局にあれば、

市長の政策的判断も、自由と言ったら言

い過ぎですけれども、行えましたけれど

も、今後、教育委員会が所管されるとい

うことは、若干、それまでの流れとは違っ

てくるのかなという印象を受けます。こ

の点については、どのように考えておら

れるのか、お伺いをします。

　最後に、今申し上げたこども育成課に

ついては、今、１階に窓口があります。

この窓口等をどこに持ってくるかと。課

の配置ですね。先ほどおっしゃったよう

に、わかりやすさもそうですけれども、

市民の利便性を考えるならば、これもハー

ド面と言っていいのかあれですけれども、

窓口の配置とかもひとつ検討しないとい

けないと思うんですけれども、この点に

ついてはどのようにお考えか、お伺いを

いたします。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　１点目の、こども

育成課が教育委員会に移行する件でござ

いますが、今、委員がお話しのように市

長部局にあるということでございます。

そのエリアの大半が教育委員会に行くと

いうことでございますが、我々、教育委

員会のほうにお願いをしている中で、市

長の権限を委任する事務と、補助執行し

ていただく事務ということで、すみ分け

て教育委員会のほうにお願いをして、協

議を進めているところでございます。教

育委員会といたしましても、内部で協議

をされたということは伺っております。

　補助執行というところは、市長権限を

補助するということでございます。乳児

医療であるとか、ひとり親家庭医療です

ね、そういうところについては、補助執

行というような形でお願いをしていきた

いというふうに考えておりますし、保育

の入所に関することであるとかは、法律
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等々の中で委任ができるというような事

柄もございます。その辺は先進都市の事

例を参考にしながら、委任事務と補助執

行事務とを分けて協議をしているという

ことでございます。そういうところで補

助執行等々については、やはり所掌の事

務を補助していただくというようなこと

でございますので、今までどおり変わら

ない点は多々あるというふうなことで認

識をいたしております。

　全体の部屋割りでございますが、今、

総務部の総務防災課と協議に入っている

段階でございます。教育委員会といたし

ましても、こども育成課が教育委員会に

来る場合、当然、６階に移っていただく

ということを基本に検討をいたしており

ます。それで、個々の部屋割りについて

は、今、お話をスタートしたばかりで、

詳しくはご説明できないんですが、我々

といたしましても、こども育成課の部分

については、受付がすべて子どもに係る、

母子健診等の保健師のエリアは少し異な

りますが、それ以外のお子さんに係る手

続については、基本的には６階のほうに

移行して、窓口を一つのフロアで執行し

ていきたいというふうに考えております。

○三好義治委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　ご答弁をいただきまし

て、教育委員会の点につきましては、委

任と補助執行を活用して、これまでと余

り変わらないような流れを保っていける

のかなという印象を受けました。やはり、

これまでと流れが変わりますので、その

点、今後どのように対応していくかにつ

いては、市民の方がどう見ておられるか。

これまでは、ここの窓口は市長がトップ

やったと思っていたのが、あすからは、

例えば教育長がトップになるというよう

になってくると、また受けとめられ方も

変わってくると思いますので、特に窓口

もそうなんですけれども。そういった中

で、しっかりとご理解をいただくように、

今後、いろんな形での広報活動等をして

いかれることを、別枠としてお願いいた

します。

　窓口につきましては、今６階というふ

うにおっしゃいまして、ワンストップと

いう観点からは、６階の一つの窓口で解

決するなら、それはそれでいいのかなと

いう気もするんですけれども。今、１階

にあるものが６階に上がると、特に小さ

いお子さんとかをお連れの方の負担にな

るケースもあろうかと思いますので、そ

の辺をどのように手当てするかもあわせ

て、ご検討いただきたいなというふうに、

これは要望としてお願いいたします。

　もう一度全体の話に戻ってきますと、

やはり今回の改革は、大きなものだとい

うふうに思っております。こういった大

きな改革のときは、やはり全体としての

一体感の涵養を、どのようにしてこれか

ら保っていくか、盛り上げていくかが重

要になってきます。特に、やはり総合計

画の１年目が始動するということで、何

事もそうなんですけれども、終わりのこ

ろも大切ですけれども、始まりの盛り上

げ方、取り組みの意欲も非常に重要になっ

てきます。議会等で総合計画については、

いろいろ議論があり、またいろんな方向

性も示しておられましたので、そういっ

たものがしっかりと、熱意を持って取り

組んでいけるような観点から、やっぱり

改革をしていただきたいと。改革される

ならば、ああ変わったなというような印

象が、全員にわき起こるような状況があっ

てほしいと願っておりますので、その点、

要望というかお願いをいたして、質問を

終わります。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　それでは、私のほうか
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ら、質問させていただきます。今の答弁

を聞かせていただいて、なぜ機構改革を

するのかというのが見えてきていないと

いうことと、この機構改革がどういう影

響があるのかというのが見えてこないん

ですよ。先ほどの機構改革の方針の中に、

機構のスリム化をしていきますというこ

とを言われてましたけれども、機構のス

リム化をして、その行き先はどうなんで

すかと。最終的にはどういう到達点なん

ですかと問われたときに、スリム化をずっ

としていくと、市役所はなくなるんです

かということなんですよ。スリム化して

何をするかというのが、見えてこないん

ですよ。

　ですから、今回の機構改革をするに当

たっての目的というものが、どういう形

でとらまえておられるのかということを、

きっちり説明してもらわないと、ただ言

われたからやってますとか、仕方なしに

やってますという受けとめ方を、我々は

せざるを得ないと。しかし、そうではな

いんでしょうと。時代に合った、少子高

齢化社会、そしてこれからの摂津市のま

ちづくり、市の目的である市民の生命、

財産を守る。そして、市民の暮らしや福

祉の向上、教育の向上等々がある中で、

それを推進するエンジンとして、摂津市

職員はどういう体制が一番いいのかとい

うのをつくり上げていくのが今回の機構

改革でないかと、僕自身は思っています。

そのことについて、ぜひ担当のほうから、

この機構改革をすれば、すべての事業が

進んでいくんだという思いがなかったら、

なかなか納得しづらいんです。それは、

これから職員にその旨を皆さんが言って

いくわけですから、その考え方について、

ひとつ説明願いたいということと、そし

て、その中で、今回の機構改革の目玉は

何であったかということを、きっちり明

確にしてもらわないと、ただ単にやって

ますとか、そういう受けとめ方をされる

と困るんですよ。そういうことについて、

なぜこの機構改革をするかと。最終的に

はどこを目指すかということと、その中

で今回の機構改革は、そのためにこうい

うことに重点を置きまして改革しました

ということを、ぜひ説明いただきたいと

思います。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　１点目の、どうい

う方向に向いているかということでござ

いますが、大きな問題として、やはり住

民福祉の向上というのは、当然ながら考

えております。その一つの手法として、

機構をどうしていくかということがござ

います。それと、やはり職員６６０名体

制にしていくと。この人を減らしてサー

ビスを低下しない、または向上させてい

くということが、当然の目的として我々

としては考えております。その見え方と

いたしまして、基本的には、すぐ目に見

えるところの一つは利便性であるのかな

ということで、窓口を一本化していきた

いということはございます。それは、す

ぐ目に見えるような形で、我々としては

すぐ取り組んでいきたいということで、

葬儀に関しても市民課の窓口でできるよ

うに、葬儀事務を市民課のほうに移行す

る予定であったり、高齢者のエリアを、

今、二つの課に分かれているのが一つの

課でするという、見える形は、すぐその

ような形で取り組んでいきたいというふ

うに考えています。

　今後の大きな時代に向けたところでご

ざいますが、当然、先ほど三宅委員のほ

うからもありましたように、人を今以上

にどう育てていくかと。職員が育たない

と、やはり職員が減った段階でも、住民

サービスというのが見えてこないという
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ことがありますので、今回のことによっ

て、人を当然、育てるような組織にした

いというふうに考えております。全体の

影響で、スリム化、スリム化になれば、

最後は市役所はなくなるのかなというよ

うなお話もございましたが、我々といた

しましては、当然、市役所というのは住

民福祉を向上するために、当然なければ

ならないものだということで考えており

ますので、ご理解をお願いできたらなと

思います。

　今回の大きな目玉等は何かと申します

と、参考資料を見ていただけますれば、

少しフォントといいますか、文言の色使

いが変わっているところが、機構の変化

のところでございます。子どものエリア

を教育委員会に移行させて、子どもの窓

口、施策を一本化し、次世代育成を極力

一つのセクションでしていきたいという

ことが、今回の組織の変革の中で、一番

大きな目玉といえます。やはり子どもの

エリアを教育委員会のほうに移行をして

いるというのが、一番大きな目玉ではな

いのかなということは考えます。今後、

公共下水の公営企業化に向けて、今、下

水道事業のほうでいろんな事務整理を行っ

ていただいておりますが、その際には若

干ではございますが、機構の変革が生じ

る場合はあるのかなということで、今回、

課題として我々として残っている、先ほ

ど言いました情報の一元化であるとか、

その辺については、そのときにあわせて、

いろいろ見直しを行っていきたいという

ふうに考えております。大きな目玉とい

たしましては、１点、子どものセクショ

ンが教育委員会に統合されるというのが、

一つの大きな目玉になるのかなというふ

うに考えております。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　今、答弁をいただいた

んですけれども、なかなか納得しがたい

答弁なんです、私からすると。今の答弁

の中身において、機構改革をする必要が

あるのかということを問われたときに、

今の大きな課題というのは、どういう観

点でとらまえているのか、もうひとつ見

えてこないんです。だから、それをまず

課題をきっちり整理して、どういう課題

があるんですと。要は、この少子高齢化

社会の中、そして環境問題、あるいは健

康問題等々がクローズアップされる中で、

摂津市としてどういう取り柄があって、

あるいは足らないところがあって、その

ために市の職員体制を整えて取り組んで

いくんだということですけど、それがきっ

ちり明確に整理されていないのではない

かという危惧をするわけです。この機構

改革について、どれぐらいの時間を割い

たのか、どれぐらいの人がかかわって議

論したのかというのが、非常に見えにく

い。人の育成は大事なんですよ、人の育

成は。人の育成は当然すべきということ

なんです、これは人材育成基本計画とい

うのがありますよね、きっちりと。それ

はそれに基づいてやっていくんですけれ

ども、その前に、やはりこの体制でやっ

ていくんだという、やる気というものが

目に見えないことには、なかなか前へ進

んでいかないんじゃないかなという思い

があります。

　この機構改革の中身については、非常

にいいことなんですよ。いいことを書い

ているんですけれども、ただ、このこと

が摂津市の将来にとってどうなのかとい

うことを問われたときに、胸を張って答

えられますかということを、問いたいん

ですよ。そのことをきっちり説明しても

らわないと、みんながね。職員がね、こ

のことについてやる気になるということ

を示さないとだめなんです。それは人事
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の仕事ではないかなと思っています。執

行部として、その辺を十分に一致した中

でやっていると思いますけれども、再度、

その課題というものを、どういうものが

クローズアップされているのか端的に示

しながら、そのためにこういうことをし

ましたというのを、きっちり答弁してい

ただきたいということと、副市長もこの

件では多分権限者だと思いますので、そ

の方向をきっちり、我々議員にも示して

いただいて、この機構改革は何なのか、

そしてそのことでどうなるんだというこ

とを示してもらわないと、これは簡単に

機構改革はできないので、節目、節目に

されると思うので、この体制で何年かい

くわけですから、そのことによって事務

事業、あるいは事業が滞ることのないよ

うにということが前提条件なので、その

辺も含めて、まず担当部から、それでそ

の後、副市長にご説明をいただきたいと

思います。

○三好義治委員長　羽原公室長。

○羽原市長公室長　機構改革全体の考え

方というご質問でございます。まず、そ

もそもは第４次行財政改革の中に、組織

を見直すと、より簡素でスリムな、わか

りやすい組織にするんだということが明

示されておりますので、作業としては、

もうほぼ１年になりますけれども、原案

を作成し、まずそれぞれの所管の部長、

それから重立った課長にヒアリングもか

け、原案も２度、３度と作成をし、何回

となくすり合わせをしながら、今日の成

案に至っております。そういう作業は１

年ほどかけて政策推進課と人事課で作業

を行ってまいりました。

　基本的にはいろんな課題を今、行政は

しょっておるわけですけれども、特に来

年度からは新しい総合計画がスタートす

る。片方では、財政状況等を考えたとき

に、職員をより一層削減をしながら、行

政を運営していかなければならない。も

う一つには、地方分権等の流れで、これ

までやっていなかったような業務を、や

はり市もやらざるを得ないような状況も、

現実に生まれてきていると。世の中の変

化は激しいですから、これまでどうして

も市町村の場合、国、都道府県を通じた

いろんな業務、法律の運用等の関係で、

どうしても縦割り組織が往々にしてなっ

ております。それでやはり解決しない問

題が、日々ふえておると。いろんな問題

があります。職員を減らしながら、なお

かつ対応していこうとすれば、やはりど

こかで人を生み出す、余力を生み出して

いくということは、現実には必要になり

ますので、細かな課の統合等は、そうい

う視点も入れながら課を統合し、人の余

力を１人でも２人でも生み出そうという

一つの考え方というふうに、私どもは理

解しております。

　今回の機構改革の、やはり一番大きな

問題としては、教育委員会とこども育成

の部分が一つになったと。これは、方向

性として、今後の子どもに対する施策の

方向性として、まずそれほど大きく狂っ

てないだろうという読みを、私どもはい

たしております。教育委員会に持ってい

くのがいいのかどうかという議論は、こ

れはあるかもしれませんけれども、やは

り子どもに関する施策を一体的に扱う、

現在でしたら、文部科学省と厚生労働省

と二つのラインに流れているものが、やっ

ぱり一つで統一的にする方向を、やっぱ

りきちっと示したいというのが一つござ

います。

　もう一つ、教育委員会からは、学校教

育全体を見たときに、就学前から含めて

一体のものとして取り組んでいきたい。

この二つの考えから、一番大きな要素と
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しては、教育委員会とこども育成課の部

門を統合いたしました。これは一番大き

な要素になっております。

　そのほかの課の統合、組織の見直しに

つきましては、先ほど申し上げましたよ

うに、やはり職員全体が厳しくなってい

る中で、たとえ１人、２人でも、やはり

職員の余力を生み出し、新しい事態に対

応できる職員体制をつくり出していきた

い。これは市長も常々、１人の職員が２

人分、３人分の働きをしてほしいという

ことをおっしゃっておられますけれども、

なかなか現実には１人が２人、２倍、３

倍は難しいんですけれども。しかし、や

はり統合すれば、これまでしていなかっ

た部分も、それぞれの職員がするわけで

すから、やっぱり経験も積み、より柔軟

な仕事の仕方も、そこではやはり苦労し

ながらでも、見つけ出してもらわざるを

得ないというふうに思っております。

　機構改革というのは、往々にしまして、

見直しに対する抵抗力は、組織の中で非

常に強いです。やはり、なれた組織のあ

り方、なれた業務の回し方が、皆、楽で

すから、そちらのほうにいくんですけれ

ども、やはりそれでは見直しが進まない。

やっぱり業務そのものも、もう一度見直

してもらう、本当に今の業務でいいのか

ということを見直してもらうためにも、

今回はスリム化を非常に意識した取り組

みをいたしましたけれども、やはり、本

当に、現業職の委託とかいう議論以上に、

事務職の部門でも、もうこれから仕事を

切り詰めていく、見直していくというこ

とも、内部に向かっては必要だろうと、

そんなことも考えておりますので、そう

いうことの一つの手段として、今回は機

構改革を実施をしたということでござい

ます。これがもちろん最後ではございま

せんので、近々には水道部と下水道部が、

可能であれば、そこを一つにしていきた

いなということも一定考えておりますか

ら、次の機会には、よりもう一段の見直

しをしていきたいというふうには考えて

おります。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　今の部長の答弁で、そ

れなりに答弁してもらったんですけれど

も、やはりスリム化ということが非常に

出てくるんですけれども。やはり、めり

張りのつけたスリム化というのが大事で

あって、何でもかんでもスリム化という

ことでは、だめじゃないかなと思うんで

す。やはり中心は政策推進課というのが、

摂津市の市役所の中でのシンクタンク的

な存在なんです。そこもスリム化をする

のではなく、本来、そういうところは人

をふやすべきではないかなということが、

それがめり張りをつけた、スリム化する

ところはスリム化、しかし、ふやすとこ

ろはふやすということでないと、この市

の行政運営というのは、なかなか時代に

マッチしたものにならないのではないか

なという思いがあるわけです。

　今の答弁で、そういうことも踏まえて

していくということで、いろんな市の職

員の組織変更に対する違和感もある中で、

進めていきますということです。副市長

に答弁してほしいのは、市のトップとし

て、機構改革というものをどういう方向

に持っていくんだということと、摂津市

全体の今、置かれている立場というのを

考えながらの機構改革だと思うんです。

たまたまというか、摂津市は不交付団体

になって、財政的には大阪府のトップに

なったんです。これがずっと継続的に続

くかということはないと思うんです。し

かし、やっぱりそういうところを目指す

べきところの中で、この機構改革という

ものがあるのじゃないかと思ってますし、
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時代の流れが、少子高齢化が進んでいく

中で、機構改革の位置付けをどういうふ

うにとらまえて、この機構改革をされて

いくのか、副市長の立場からお答え願い

ます。

○三好義治委員長　副市長。

○小野副市長　私も人事行政担当が長かっ

たものですから、機構改革をするたびに、

こういう議論がされます。それで、ここ

に来るまでに、Ａ案、Ｂ案、Ｃ案、Ｄ案、

いろいろありました。それはもう部長な

りと物すごい議論をして、多分、この案

でも全部長がすべて、これでいいですよ

ということになり得ないだろうと。なぜ

ならば、そこに配置人数が、その職員の

顔が見えるということですから、それは

いろいろあると思います。それで、そう

いうことを思いながら、私の考え方で、

上村委員が、１足す１は２ですよと。そ

うか、２かと。よくわかったということ

に、なかなかなり得ないかもしれません。

　それで、この間の市長なり私が指示し

たことを若干申し上げますと、例えば、

今、委員がおっしゃった環境政策をする

ときに、これはわかりやすいんです。例

えば、大気、土壌、水質の中から、いわ

ゆる公害部門で対策行政から政策に打っ

ていくんやと、こう言えば非常に環境政

策はわかりやすいんですね。ところが、

何でこれつぶしたんやと言われたら、つ

ぶしたら逆やないかと。どこへ持っていっ

たんやと、こういう議論になるんですね。

　それで、どっちにしても９０４名おっ

た職員が６６０名までいきますから、やっ

ぱり生活保護の問題にしても、いろんな

ところから人員要求は私も聞いています。

もう人の質を変えてくれと。この職員や

なくてこれやというような議論なんです

ね。これが本当に今の姿です。この職員

に任せたらミスばっかりやとかね。それ

で、基本的には今言いましたように、総

計の実施なり協働なり、人間基礎教育を

ベースに打ってとか、やる気、元気、本

気に勇気を入れてと、これが一つの基本

なんです。

　私が言いましたのは、一つは、この機

構改革でやったことが、なかなかベスト

になりませんから、何が一体変わったん

やと。職員の動きが変わってきた、もし

くは市民の意識が変わってきたというも

のが、ある程度見えてこないと、何のた

めの機構改革やと。現実は職員が減って

いる中で、そんなうまくいきませんがな

というのが、この声も聞こえてきてまし

た。それで、私が言うてますのは、例え

ば今回の指定管理者もそうなんですが、

市長、副市長の指示を出したら、スピー

ドをもって、その内容がＡ案、Ｂ案、Ｃ

案、資料を整えて持ってきてくれなあか

んと。もう基本はここなんです、私が言

うたんは。

　だから、議会と議論しているときでも、

そんならこれを指示したら、担当部を呼

んで政策と財政と人事がまず議論をする。

ところが今言われているように、私の見

てる目というのは、私も人事におりまし

たから、人を削っていると、自分とこも

削らなあかんと。そうせんと、なかなか

納得してくれないということがあります。

私は、今回の中身は、機構も大事なんで

すけども、そういうことを考えて、例え

ば政策なり、人事なり、そこをすぱっと

できるような体制づくりをしない限り、

みんなが痛み分けしとったんでは、結果

的にその政策はおくれてくる、資料も上

がってこない、これは私、常に言うてま

す。私はこの機構の問題は、総計の問題

はきちっとしたらいいと、これはやらな

あきません。しかし、そこのところが、

原部、原課に嫌われても、そういう体制
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と人員の問題はきちっとしない限り、お

しかりを受けて私も答弁しましたが、指

定管理者問題もしかりであります。一番

大事な施策の中で、そういうことをまず

一つ考えるのは、この市長公室の部門で

はないのかという議論をいたしました。

だから、機構改革プラス職員の意識改革

と、それからもう一つは配置人員の問題

を、きちっと総合的に、どこを集中する

かということがなくなってしまったんで

は、これはだめというのは、私は基本的

に何回も言ってきた中身でありますので、

これはその機構とその内容であります。

　もう一つは、市民の方もよくご存じの

方は、原課でもめたら、市長を出せ、副

市長を出せというのが物すごくあるんで

す。市民の方でよくご存じの方がおりま

して、原課がもめますね、対応が悪いな

というたら、ずっと上がってこられる、

これが多いんです、確かに。それで、市

長を出せ、副市長を出せと。市長に会わ

せろと、これがあります。これは職員の

形もありますし、それからもう一つは、

今、縦割り行政の振り合いなんです、やっ

ぱり。振り合いをしているんですね。振

り合いしたときに、必ず欲求不満があっ

て、ここに来られる可能性があります。

したがって、ここの中身で縦割り行政を

どうやって本当に、これはこの組織だけ

ではいきませんけれども、本当にこれを

やらなあかんのは、縦割りの部分をどう

調整してやるか。

　例えば、都市計画街路の問題と道路と、

市民は何も見てない。これは都計街路で

すよ、こっちは道路ですよなんて議論が

あるかと。この議論もしました。市民で

あれば、都計街路であろうが、道路で市

道であろうが、何であろうが、一本にす

ればいいではないかと。土木下水道部と

水道部の一本化もすればいいではないか

という議論をした中身で、できるものと、

できんものがありますが、やはり市長、

副市長指示の具体的な迅速化、それから

縦割りがいかに、これは職員の意識改革

もありますが、ここをもう一度きちっと

言わなければならないこと。それが課が

あれば、課長がいる、課長代理がいりま

すから、これは課を一定集中して機動力、

もう６６０人に持っていこうと思えば、

課が多ければ一番わかりやすいんですが、

やはり課をつくれば課長も要るし、課長

代理も要るし、係長も要るし、課員も要

りますから、ここでまた縦割りが生まれ

る。この二律背反がありますが、そのと

ころを一度議論をしてつくらせたこの案

であります。私は何をおいても、この三

つぐらいの形を、機構改革プラスアルファ

で、一番大事なのは、これからの財政運

営、行政運営なりをすべて含めて議会で

議論するときに、きっちり指示をすれば、

ある程度の時間がたてば、きちっと資料

も集まってくる。原課、原部との調整も、

ある程度議論も出てくるということであ

ります。しかし、今の現状は、政策推進

課も極めて多忙で、なかなかそういうふ

うにはなってないと私は見ます。

　したがって、この問題は、やはり集中

性を持って、これは市長、副市長は嫌わ

れても、一定のそこのことを、今回の６

６０人体制で機動性を持った体制という

ことが、私は問われていると思いますの

で、いま少し時間をいただいて、これが

６月と９月議会で何もできてないやない

かということにならんように、一気にで

きませんから、そこのところを集中的に

一度議論してまいりましたので、機構改

革そのものはいろんな案をつくれますが、

これがベストと私は思っておりませんが、

そういうことも議論した中でつくってき

たと。具体的には、その中身を一度、我々
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は検証した上で、これからの議会に臨ま

せていただきたいし、議会との対応、市

民の対応もさせていただきたい。もちろ

ん職員にも言わなければならないと思っ

ております。そういうことを考えている

こと、これは上村委員が言われた中身と

一致するところがございますが、そうい

うところの集中的な人員配置、何が大事

かということも含めて、魂を入れるとい

うことを、今、肝に銘じてやっていきた

いというふうに考えているところでござ

います。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　今、副市長から答弁を

いただきましたけれども、いずれにして

も４月１日が実施日なんで、今は１２月

なんで、３か月間ありますので、この間

に、市長の思い、あるいは公室長の思い

というのを、きっちり職員に対して伝え

るということが大事ではないかと思って

いますし、我々議員は、そこまで権限が

ないんで、内部のことは、トップである

市長公室長が、そのことはきっちり職員

に対して指示徹底していくと。そして、

この機構改革は何のためにやるんだとい

うことを、きっちり職員も認識した中で

行動すると。そのことがさっき言った、

副市長が縦割り行政とか、それが改善さ

れていくということにつながるんじゃな

いかと思っていますし、我々議員が一番

縦割り行政の被害を感じていますから、

それは議員が感じると市民も感じるとい

うことなので、そこら辺をきっちりして

いくことが、市民サービスの向上という

のにつながっていくんじゃないかなと思っ

ていますので、ぜひそのことを、まず市

長の声で伝えるということと、各部にお

いても、きっちり部長がメンバーに伝え

るということをお願いして、質問を終わ

ります。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

　野口委員。

○野口博委員　いろいろ論議されてきま

して、今回の機構改革の目的がある程度

はっきり出てきたわけでありますけれど

も、最大の問題は、現在６９１名を６６

０名にしていくと。それがまずありきで、

それにいろんなさまざまな総計だとか、

第４次行革の中身を踏まえて、それを進

めるための行政機構をつくっていくんだ

ということをプラスさせて、部課の構成

を行ってきたと、僕はそう思っています。

　体制的には、これまで１３部５７課あ

りましたけれども、これを１３部５１課、

市長部局で６課減ということであります。

それだけ役職が減ってくるということも、

結果としてあるわけであります。まずお

尋ねしたいのは、組織としては人事が、

組織の活性化という点では大きな比重を

占めております。ましてや地方自治体で

ありますから、ただ上のほうで号令をか

けて、方針を決めて、体制を決めるとい

うことだけではあかんわけで、議会を含

めて全職員で、各部課での役職のない職

員も含めて、どういう論議を進めてきた

のかというのが、僕は大きなポイントだ

と思っています。先ほど少しご答弁があ

りましたけれども、今回の議案上程に至

る過程で、どういう論議をされてきたの

かと。そこにすべての職員はかかわって

きたのかという点について、少し経過説

明をお願いしたいと思います。

　それと議会での上程の仕方であります。

この間、ずっと数年前から重要問題につ

いては、事前に協議会的な形で開いてい

ただいて、意見も少し聞いていただいて、

それも参考に、最終上程を決めるという

流れでありましたけれども、１回だけで

これを採決を求めるということになりま

した。そういう点も含めて、この議案に
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ついての経過について、どうお考えなの

かということを、第１点お尋ねしておき

たいと思います。

　二つ目には、先ほど、副市長が政策推

進課は行政としての中心核でありますが、

大変忙しくて、なかなかそれにふさわし

い仕事ができない状況があるんだという

こともおっしゃいましたけれども、そこ

で少し個別の問題について、お尋ねした

いと思うんです。そういう説明であるな

らば、政策推進課から統計事務を情報政

策課に移管をしたということだけで、そ

ういう企画立案部門がうまくいけるのか

という点について、どうお考えなのかと

いうのが一つであります。

　もう一つは、市営住宅の仕事を総務部

の防災管財課に移すという案であります。

その関係で、市営住宅はご承知のとおり

工事が始まっていきますけれども、実際

の管理が移ることと、いわゆる仕事、建

設工事の関係ですね、どういうふうにか

かわっていくのかというのが２つ目であ

ります。選挙管理委員会が、先ほど論議

もされましたけれども、以前あったし、

総務部にいくと。議会の関係でも課長と

いう、降格という形であったとしても、

事前通告で出てもらって答弁していただ

くということも、お話がありましたけれ

ども、何かちょっとしっくりしないとい

うこともありますので、ちょっと明確に、

なぜ総務部に選挙管理委員会が移ってき

たのかということを、もう一度お願いし

たいと思います。

　それと、高齢介護課。地域福祉課で扱っ

ていたものを高齢にかかわる分と、介護

保険課を合体して、高齢介護課というこ

とで、今回提案されていますけれども、

そのメリットについて、どうお考えなの

かということですね。先ほどご答弁があ

りましたけれども、今回、平成９年度の

機構改革に続いて、大幅な改革の提案で

あります。今後の問題で、平成２６年度

を大体の目標にして、下水道の公営企業

化を図りながら、そこで水道との合体問

題も論議していくのだと。あわせて次の

段階の大幅な機構改革を進めていくんだ

という趣旨の答弁があったと思うんです

けれども、平成９年度にされて、今回さ

れて、次、そういう数年後にしていくん

だということでありますけれども、そう

いう機構改革の流れについて、どういう

位置づけをされているのかということに

ついて、お聞かせください。

　もう一つは、教育委員会との関係であ

ります。今回、議決事項には入らなくて、

きょうの文教常任委員会の後の協議会で

説明されるということで、実施をしてい

こうということになってますけれども。

例えば、こども育成課の９９％が教育委

員会に移るということになります。それ

で、人間も移っていくだろうと思います

けれども、そういう点からしても、１回

だけの議会の審議だとか、この問題に対

する担当課同士は論議は深まってきたと

思いますけれども、なぜそうするのかと

か、どういう人数が要るのかとかを含め

て、こういう点からしても、今回、上程

まで至る過程で職員全体でもんでいくこ

とが大事だと思っていますけれども、そ

ういうことを含めて、お答えをまずいた

だきたいと思います。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　まず、今回の機構

改革に至っての経過でございますが、先

ほど市長公室長のほうからもお話しがあ

りましたように、第４次の行革の中に、

簡素でわかりやすい組織を目指そうとい

う基本理念をうたっております。そこか

らスタートをいたしたというところでご

ざいます。第４次の行革につきましては、

－22－



昨年の７月に人事、政策、財政の管理職

以外の職員が、すべての課の管理職以外

の職員に対して行革のメニューであると

か、組織のことであるとかのヒアリング

を始めました。今までは課長級同士のヒ

アリングが主体であったんですが、やは

り人を育てるという意味で、その辺のス

タートは管理職でない人間、課長代理級

以下の人間で今回はスタートしようとい

うことで、スタートをいたしました。そ

れを受けまして、昨年の８月と１１月に、

それぞれの先ほど申しました３課の管理

職と各所管の管理職、または管理職と同

行してくる職員もおりましたが、その中

でヒアリングをスタートしたということ

でございます。

　昨年度については行革の絡みの中で、

各課と３回にわたりヒアリングをさせて

いただいたというような経過がございま

す。そのような中で、当然、課長級に対

してのヒアリングを行っているというこ

とでございますので、機構改革があると

いうことは、各課長のほうから、その所

管の課員に伝わっていると、我々として

は認識をいたしております。それを受け

まして、ことしの３月に一つの素案を各

部長に、一定の事務局素案をお示しをい

たしました。その素案を受けまして、今

年度に入りまして、５月、１０月にわたっ

て部長並びに次長、また課長がおいでの

部もございましたが、その方々と公室長、

私、山口課長を交えるような形で、ヒア

リングをさせていただいたということで

ございます。

　そのヒアリングを受ける間の９月並び

に１０月に、それぞれ再度、各部長に素

案をお返しをし、各部の中で議論をして、

最終まとめていただくようなお願いをい

たしたわけでございます。そのような経

過を踏まえまして、この１１月に市とし

ての一定の考えをまとめたところでござ

います。その考えを受けまして、市とし

ての考えを、この１１月に入りまして正

副議長にご説明をし、その中で本日をお

迎えしているというようなことでござい

ます。

　協議会等々のことでございますが、我々

といたしましては、そのような経過の中

で、この１１月にたどってきたというこ

とがございまして、本日を迎えていると

いうようなことでございます。

　機構において、今回、部の移動は若干

ございます。そういうことを受けて、今

回、素案をお示しする中で、議案参考資

料をつけて、より詳細な形で審議をいた

だきたいということで、本来、条例に関

する参考資料は新旧対照表だけでござい

ますが、それに加えまして、今、お手持

ちの参考資料ということで、全体にわか

る変更点をお示しするということで、審

議をしていただきたいということで、お

願いをしているということでございます。

　続きまして、政策推進課から統計が情

報政策課に移行する点でございますが、

職員配置につきましては、まだこれから

のことでございますし、これから人事課

並びに各課において、いろんなヒアリン

グを行い、職員配置の方向については、

これからスタートするということがあろ

うかと思います。統計につきまして、や

はり情報政策というのが今後一つのキー

ワードにもなってくるであろうというこ

とで、先ほど、三宅委員のほうにお話し

しましたように、その情報を今後どう一

元化するのかというようなご指摘もござ

いました。そういう意識づけも含めて、

その情報を将来にわたって一元化する一

つの過程として、統計を情報政策のほう

に移行させていただいたということで、

残ります政策推進課の課題につきまして
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は、今後、一つ課題として残り、人事配

置について、これから協議が進んでくる

ということでございます。

　市営住宅の件でございますが、工事が

これから始まるということでございます。

基本的に、人事の話はまだこれからとい

うことでございますが、業務をスムーズ

に移行するためには、現仕事にかかわっ

ている者が、もしその仕事が他の部、他

の課に移行するなら、その職員が基本的

には、その部、その課に移行するという

のが、一つ市民サービスから考えますと

スムーズにいく手法ではないかというふ

うに考えておりますので、その工事の件

につきましても、支障なきよう事務引き

継ぎをお願いしたいということで、現総

務部長並びに都市整備部長が中心になり、

議論をしていただく、また今後、課内で

議論をしていただく予定にいたしており

ます。

　その中で、工事費につきましては、土

木費でございますので、その工事の部分

について、今後、どちらの課が、完成ま

でどうするのかということを協議をいた

しているということで、今、真っ最中と

いうことでございます。

　それと、選挙管理委員会のところでご

ざいますが、我々といたしましては、総

務部長並びに市長公室長が対応をいただ

くということを基本としております。た

だ、時間的に事前通告があり、そういう

場合には過去、課長級の局長が答弁され

たということを、一つの事例としてご説

明をさせていただいたということでござ

いますので、ご理解をお願いしたいと思

います。

　それと、これは内々のことでございま

すが、部長会というのがございます。各

委員会の事務局長は、部長会の情報が入

らないのではないかというような議論も

ございますので、今、部長会に私ども政

策推進課も入っております。そのオブザー

バーというような形で、当然、出席は求

めていこうというふうなことは考えてお

りますので、部長会の情報等々について

は、現総合行政委員会のほうにも周知さ

れるということは、ご理解をいただきた

いなと思っております。

　それと、介護と高齢でございますが、

今、介護保険課と地域福祉課に分かれて

おります。それぞれが連携をとりながら

介護予防並びに高齢者福祉について施策

を展開しているわけでございますが、そ

れが一つになることで、より緊密になる

のではないかということを考えておりま

す。

　教育委員会のところとこども育成課に

関してでございますが、当然、これだけ

の大きな変革でございますので、保健福

祉部長、こども育成課長並びに担当係長

が教育委員会のほうと数度にわたりとい

いますか、数度以上そういう協議を重ね

て、機構については議論をされておられ

ますので、その辺は引き継ぎ等々は、今

も十分やっていけるのではないかという

ふうな認識を持っております。また、こ

ども園についていろいろ議論がございま

す。そのあたりも保育士並びに幼稚園教

諭は、検討委員会を立ち上げ、その議論

も絶えずやっているというようなことで

ございますので、そのあたりについては

十分協議が図れているものだということ

は考えております。

○三好義治委員長　暫時休憩いたします。

（午前１１時５０分　休憩）

（午前１１時５１分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　野口委員。

○野口博委員　一応ご答弁をいただきま

した。なかなか理解ができない部分もちょっ
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とあるんです。冒頭申し上げた体制問題

で、人員削減ということがまずありきで、

その延長の中でいろいろ工夫されたとい

うことは、当然、理由づけも含めてあろ

うかと思うわけでありますが、体制を変

えるということについての職員全体の関

心事、受けとめといいますか、その辺が

伝わってこないというのが、大変残念だ

と思っています。何人か職員さんにも、

いろいろ自分なりにお尋ねをしましたけ

れども、ほとんど若い方は関心がないと。

特にある場面で話してましたら、花金に

しても何にしても、育ちが違いますので、

最近の若い方はなかなか飲み会も含めて

集団でコミュニケーションを図ろうとい

う、そういうことも不得手だということ

で、組織としてどう協力体制をつくって

いくのかという点では、いろいろそうい

う構成ではしんどいかと思いますけれど

も。そういう点も含めて、全職員がやっ

ぱり自分たちの課については最低、全職

員で論議されて、こういう提案がされて

いると。自分たちの仕事が、どういうふ

うに市民に評価をされて、今どういうこ

となのかということをきちっと認識され

て、全体の提案の中で、自分たちの部署

をどうすべきかという、そういうところ

にきちっとはまって論議をしていただか

なければ、そういう年齢構成におけるさ

まざまな問題については、矛盾を縮めて

組織として活性化を図っていくことがで

きないと思っています。そういう意味で

は、今の現状について、全体に関心がな

いということの雰囲気が何なのかという

問題を、僕は疑問として持っているわけ

です。

　そういう意味では先ほどご答弁いただ

きましたけれども、そこにいろんな経過

で何回かの会議は開かれたということを

おっしゃっていますけれども、そこで一

般の職員を含めて、全職員がどうかかわっ

てきたのかというのが大変疑問であり、

かかわったとしても、なぜそういう感想

が出てくるのかというのが、大変疑問で

あります。改めて認識について、お尋ね

しておきたいと思っています。

　それで、個別の問題であります。例え

ば、保健福祉部では、七つあった課が五

つになります。一つはこども育成課が教

育委員会に行きますから、実質一つ減っ

たということになります。生活環境部も

同じ数なんですか。そういういろいろ部

と課の変更点の中で、きっちりとした論

議をするためには、現在の部課の人数が

こうであって、こういう仕事を、こうい

う目的でするから、この課は何人にする

という、こういう人数配置まで含めて論

議をしなければ、なかなか機構改革の目

的が目に見えないと思います。きちっと

論議ができないと思いますけれども、こ

れから人事配置については考えていくん

だというお話でありますけれども、それ

でいいんでしょうか。今一番心配なのは、

いわゆる市職員のモチベーションの問題

であります。市長は盛んに人間基礎教育

も含めて、また仕事の分量についても１

人が２倍、３倍とおっしゃっているんだ

けれども、なかなか現場はそうでないわ

けで、ある職場で病休になったら、ほか

で穴埋めするということにならないわけ

です。そういう今の現場の状態を見た場

合に、ほんまに摂津市として住民の福祉

を向上させていくんだという仕事を、職

員が一丸となって進めていくんだという

立場で考えた場合に、そういう問題提起

について、なかなか現状はモチベーショ

ンが下がっとって、そんな中でさらに６

６０人にしていく中で、こういう方針を

出したとしても、なかなかしんどい話だ

と思っています。そういうことを含めて、
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やっぱり物事を進めるためには、若い方

もちゃんと入っていただいて論議をして

いくということが、僕は大事だと思って

います。

　モチベーションの関係でいいますと、

課が少なくなるわけでありますから、当

然、その役職が少なくなると、数として。

例えば課長代理または係長級まで権限を

移譲していくんだということも含めた、

いろいろそういう面での検討も、今後し

ていくだろうと思ってますけれども、職

員のモチベーションを高めていくために、

どういうことを考えているのかというこ

とを、あわせてお尋ねしておきたいと思

います。

　選挙管理委員会の問題についても、数

年前まではなかったんですよね。それで

合体したんです。今度、元に戻すという、

過去やりましたからということのお話な

んですけれども。何かわからないんです。

結局、やっぱり課が少なくなるわけであ

りますからどっかで矛盾が、少ないとこ

ろを統合するということしか受けとめら

れないわけですね。そういう認識になら

ざるを得ないということがありますけれ

ども、ほんまに総務に戻した目的といい

ますか、それはあるんですか。なかなか

理解できません。そういった課の変更に

よって、仕事と人の移行問題は、人も移

行していくんだと基本的な考えでありま

すけれども、そういう基本的考えであれ

ば、先ほど申し上げた、何人、何人とい

う人の変動についても提案できるかと思

うんですけれども、なかなかその辺が統

一して提案されていませんので、きちっ

とした論議ができないのが残念でありま

す。だから、なぜそこまで含めて提案で

きなかったかという問題もあわせて、お

聞かせをいただきたいと思います。

○三好義治委員長　暫時休憩します。

（午前１１時５８分　休憩）

（午後　１時　　　　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　答弁を求めます。

　山本次長。

○山本市長公室次長　まず、１点目の職

員の意識改革、モチベーションについて

でございます。我々といたしましても、

委員ご指摘のいろんな課題につきまして

は、認識もいたしているところでござい

ます。そういう意味合いも兼ねまして、

継続事業につきましては、政策推進、財

政の課長代理、係長級の職員とすべての

原課の課長代理級以下の職員で、その事

業についてのヒアリング、また第４次の

行革に対してのヒアリングも行っている

ところでございまして、いろんなことに

取り組みながら、職員全体の人材育成に

つなげていきたいというふうに考えてお

ります。

　また、モチベーションにつきましては、

やはり財政状況が苦しい中、なかなか新

規事業に取り組めないというようなこと

もございますが、職員がお金をかけずに、

職員として提案したことが、自分の課で

一つでも二つでも取り組めるということ

が、職員に対するモチベーションにもつ

ながると思いますので、そのような意識

づけをしていきたいというふうに考えて

おります。

　また、選挙管理委員会の今回の総務部

への移管でございますが、総合行政委員

会の仕事の中身を見ていただきますと、

選挙管理委員会がどちらかと申しますと

執行系を主体とするお仕事でございます。

ほかの３委員会については、審査を中心

に仕事の内容が組み立てられるというよ

うなことがございます。また、選挙の時

期によりましては、定期監査の時期との

重なりもございます。また、総務部にお
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きましては、選挙管理委員会との併任辞

令も今もあわせて出ているというような

関係がございますので、選挙管理委員会

につきまして、総務部のほうに移管をさ

せていただいているということでござい

ます。

　それと、今回の機構改革に対して、職

員配置をいかにということでございます

が、こども育成課と教育委員会につきま

しては、それぞれの部門で数多くの話し

合いをし、職員についての割り振りも、

基本的に原課案というのはお持ちでござ

います。最終、その原課案と人事のほう

のヒアリングを受けて、最終の職員配置

については決まってくるものであろうと

思っております。

　課と課の統合につきましては、現在、

その課に職員が何人いるかというのは、

それぞれの課は認識しております。そこ

で、先ほど公室長が申しましたように、

職員が出てくるのかどうか、それを人事

として、また政策として、これからヒア

リングをさせていただきたいと思ってお

ります。

　個別事業の移管につきましては、行政

評価のほうで業務分担シートというのが

ございます。だれが、どの事業に年間何

人ですね、零、何人といいますか、合計

１人になるような職員分担シートがござ

います。そのシートを参考にしながら、

移管事務につきましては、協議をしてい

きたいと思います。具体的に申しますと、

統計の事務は、年度途中で退職がござい

ましたが、３人を基本に今事務を進めて

いるということで、その見えるところに

ついてはそのような議論をしながら、話

を進めているというところでございます。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　きちんとした論議をする

ために、職員配置の問題についても、尋

ねたわけでありますけれども、改めて基

本的考えということで、ご答弁をいただ

きました。目的がはっきりしているわけ

で、しかしながら、自治体としてそこで

働く職員さんが、一定の展望を持って仕

事をされていくと。そのことが市民の皆

さんにいい影響を与えていくと、暮らし

の向上につながっていくという、そうい

うところを日々の仕事の中で感じながら、

みずから仕事を展開していくという状況

にするためには、なかなかモチベーショ

ンの問題にしても、現下の情勢では定数

削減ということにならざるを得ないとい

うこともありますので、そういう意味で

は、そういう中でもきちっと、先ほどか

ら申し上げている、全職員でこういう問

題も論議をして、その中で認識をお互い

にし合うと。そのことが結果として、市

民サービスにつながっていくんだという、

その相互の論議のし合い、市民に返して

いくという、そういうかかわり方の中で、

よりみずからの仕事を認識し合うことに

つながってくるだろうと思っております

けれども、残念ながら、なかなかそうなっ

ていないというのを感じているところで

あります。

　山本次長はおっしゃいましたけれども、

なかなか一般職員の方まで、きちっと今

回の機構改革について認識をして、思っ

てることを言い合って、そしてそういう

結果がまとまった中で、今回に至ったと

いうことはないわけで、そういうところ

を大変心配をしているわけであります。

最高９０４名の職員数が、今６９１名と。

二百数十名が減っているわけですね。そ

んな中で、各職場を見れば、残業の少な

い職場、必要な残業をしているところと

いう言葉はおかしいですけれども、そう

いうところだとか、いろんなアンバラン

スも当然あるわけであります。しかし、
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その中で必死に残業しないで、５時に終

わって帰ろうということで頑張っている

そういう職員もあれば、いろいろありま

すけれども。でも、全体としては大変し

んどい中で仕事をされているわけで、今

の状態では、そういうモチベーションの

問題とかを含めて、大変危惧をしている

わけであります。

　したがって、これから４月に向けて具

体的に職員配置の論議だとか、より基本

論議も踏まえて、改善するところは改善

してもらうということになろうかと思い

ますけれども、その中で、職員の皆さん

の多くの参加を得て、論議を深めていく

ということを、最低やっていただきたい

ということをお願いしておきます。

　あとは、その人数配置の問題でありま

す。希望としては、きょう、これで条例

で出てますから、そうならんと思います

けれども、こういう理由で、この課はこ

ういう人数になりますということを、早

い時期に教えていただくということは、

ぜひお願いしたいと思います。

　最後ですけれども、今回の機構改革の

目的には、冒頭申し上げた職員の６６０

人体制がそこにあるわけで、その中で、

簡素でということも当然あるだろうと思

いますけれども、ぜひ、この前の総計の

討論でも述べておりますように、みずか

らの公務労働について、やっぱり認識し

合うという学習と運動を、市民とも進め

ながら、自分の仕事を認識し合って、そ

ういう積み重ねがより発展できるという

ことを、ぜひ進めていただきたいという

ことを申し上げて、質問を終わります。

○三好義治委員長　川端委員。

○川端福江委員　もう１点お伺いさせて

いただきたいと思います。先ほど三宅委

員のほうからも質問がありましたけど、

環境政策課です。これはどうしても外せ

ません。今回、課名を変更するというこ

とで、今までの対策課が政策課になると、

これは案ですけれども、まだ決定ではな

いと思いますけれども。我が党の同僚議

員も一般質問等、本会議場でもさせてい

ただき、また要望書も入れております。

これは、先ほども答弁とちょっと違いま

すので、質問もされていたんですけど、

角度を変えまして、この名称はいよいよ

世界に向かって、日本も地球温暖化でＣ

Ｏ2を削減何％というのを、はっきりと

明言をしておりますし、それに基づいて

といいますか、地球温暖化対策課という、

すごく長くなりますけれども、何でも短

目にしようとされているみたいですけれ

ども、あえてこれは地球温暖化対策課と。

市民にわかりやすいというのは、これで

すわ、長くなりますけれども。そんなん

でこの名称にしてはどうか。先ほどの答

弁も聞かせていただいてましたけど、対

策課が政策課になったというのは、地球

温暖化の、そういった意味合いも含まれ

ているというのはありますけれども、そ

れをあえて前面にタイトルとして、課名

として持ってきてはどうかと、そういう

ふうに思いますので、その点ご答弁をお

願いしたいと思います。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　課の名称でござい

ますが、先ほどのご答弁の中に、案とし

て今ご提示をさせていただいておるとい

うことでございます。環境政策課につい

ては、今、委員ご指摘の地球温暖化対策

に向けて、先頭に立って取り組む課であ

るということは認識をいたしております。

先ほどから、今回の機構改革のご説明を

しながら、平成２６年に向けての課題を

あわせてご説明をいたしておりますけれ

ども、その際には、今以上に環境、また

は協働というところのキーワード、今す
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ぐにでも本来取り組むべきだというご指

摘が、先ほどからございますが、その辺

のところをより一層意識をしていく必要

があるということも、我々は課題として

認識をいたしております。課全体につき

ましては、本日の議論を参考にしながら、

一度内部に持ち帰らせていただくという

ことで、ご理解をお願いいたします。

○三好義治委員長　川端委員。

○川端福江委員　ぜひ検討をしていただ

きたいと思います。特に摂津市は、今、

環境に力を入れておりまして、環境家計

簿につきましては、府下で１番という取

り組みをしておりますし、環境について

は、本当にいろんな形で一目置かれてい

るんではないかと、私もそう思っており

ますし。他市の状況はわかりませんけれ

ども、一部やっぱりこのとおり地球温暖

化対策課とか、そういった形で、もう既

にそういう課を新たに設けられて、統廃

合で少なくするんではなくて、新たにま

だプラスアルファで一つ設けられて、そ

して今のこういう状況に対応していこう

という方向でもありますので、他市と比

較するわけではありませんけれども、やっ

ぱりそういった意味合いで、まだ案で今

もおっしゃっていただきましたけれども、

ぜひよくよく検討していただいて、こう

いう地球温暖化というのがタイトルに出

るような形で、ぜひ課名の検討をよろし

くお願いしたいと思います。

○三好義治委員長　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午後１時１１分　休憩）

（午後１時１３分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第７１号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１０２号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１０５号について、可決するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　これで、本委員会を閉会します。

（午後１時１５分　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　総務常任委員長　　三　好　義　治

　総務常任委員　　三　宅　秀　明
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